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1. はじめに

本講では研究⽀援の事例として「研究データ管理（Research Data Management: RDM）」と「デ
ジタルスカラーシップコモンズ」に関する国外のサービスを中⼼に紹介する。ここ数年，研究⽀
援に関する論⽂数は徐々に増えており，その多くは RDM に関する事例報告である。

研究⽀援は学習⽀援と⽐べると馴染みが薄いかもしれない。しかし，これらのサービスは研究
のライフサイクル全般に関わるという点では新たな挑戦であるものの，従来の⼤学図書館サービ
スやインフラを活かした取り組みであるともいえる。既存の⼈的・物的資源を活かすこと，学内
外のステークホルダーとの連携，そして近い将来の⼤学図書館像を⾒据えつつ，⽇本における研
究⽀援サービスについて検討していきたい。

2. いま，なぜ研究⽀援が必要なのか？

そもそも，⽇本の⼤学図書館で研究⽀援を⾏う必要があるのだろうか？ ここでは，具体的な
研究⽀援サービスの検討に先⽴って，⽇本の研究者の現状と⼤学図書館に寄せられている期待に
ついて述べる。

2.1. ⽇本の研究者の現状 

⽇本の研究者は研究時間が減少していること1，および研究開発費や論⽂の⽣産性が低迷してい
ることが指摘されている2。こうした厳しい状況に置かれている⼀⽅で，研究者や⼤学は多様な指
標で⽐較・評価され，国際的な競争⼒の向上が求められている。たとえば第 5 期科学技術基本計
画（2016〜）では，⽇本の総論⽂数を増やし，被引⽤回数トップ 10%論⽂数の割合が 10%とな
ることを⽬指すとしている3。⼤学の構成員として研究者の研究活動を⽀援すること，⼤学のグロ
ーバル化に伴って⼤学図書館サービスも国外の動向をより強く意識することが求められるのでは
ないだろうか。

2.2. ⼤学図書館への期待 

⼤学図書館は機関リポジトリによって論⽂など出版物のオープンアクセスに貢献してきたが，
その根拠となるデータの管理や公開についても⼀定の役割を果たすことが期待されている。『⼤
学図書館の整備について（審議のまとめ）』（2010 年）の「（3）⼤学図書館に求められる機能・役
割」では，「2．研究活動に即した⽀援と知の⽣産への貢献」として，以下のように述べられてい
る（下線は著者）。

研究者に対する研究活動⽀援とは、基本的には学術雑誌、図書、その他研究を進めるう

講義18

大学図書館と研究支援 1



えで必要な情報へのアクセスを確保することである。さらに、研究プロセスそのものに密
着し、そこで⽣み出される多様な情報を組織化し、次の研究活動へと活かせるようなサイ
クルを形成するための基盤を構築することによって、知の⽣産に貢献することも必要とさ
れだしている。

研究者間のコミュニケーションを促進し、研究プロセスで⽣み出される論⽂になる前の
学術情報を蓄積し、共有するためのいわゆる e‐Science やサイバー・サイエンス・インフ
ラストラクチャ（CSI）と呼ばれるシステムの構築、運⽤に当たっては、⼤学図書館側から
の貢献も期待される。

また，『我が国におけるオープンサイエンス推進のあり⽅について〜サイエンスの新たな⾶躍
の時代の幕開け〜』（2015 年）に⽰された「政策⽴案及び実施における相関図」では，図書館・
機関リポジトリが，データセンターや国⽴情報学研究所とともに“研究成果等の収集，オープンア
クセスの推進，共有されるデータの保存・管理を⾏う基盤”として位置づけられている4。『学術情
報のオープン化の推進について（審議まとめ）』（2016 年）では，“⼤学等に期待される取組”とし
て，“技術職員，URA 及び⼤学図書館職員等を中⼼としたデータ管理体制を構築し，研究者への
⽀援に資するとともに，必要に応じて複数の⼤学等が共同して，データキュレーター等を育成す
るシステムを検討し，推進する。”と述べられている5。

国外に⽬を向けると，College and Research Libraries News による 2016 年のトップトレンドは，
11 項⽬のうち 4 項⽬が本講で取り上げる研究データ管理とデジタルスカラーシップコモンズに
関わる内容であった6。すなわち，研究データサービス（Research data services: RDS），データポ
リシーとデータ管理計画（Data policies and data management plans），RDS のための専⾨能⼒開
発（Professional development for librarians providing RDS），デジタルスカラーシップ（Digital
scholarship）が取り上げられている。次章からは，それぞれの内容について概説する。

3. 研究データ管理（Research Data Management: RDM）

3.1. 研究データ管理の背景

2000 年代に⼊ってから，英国や⽶国の研究助成機関がデータ公開⽅針を⽰すようになった。そ
の動きは徐々に拡がり，2013 年の G8 科学技術⼤⾂会合における研究データのオープン化に関す
る合意7を契機として，各国・地域の政府組織や学術機関による取り組みが加速している8。具体的
には，研究助成⾦の申請時に研究に⽤いたデータの管理や公開，保存について記述したデータ管
理計画（Data Management Plan: DMP）を提出することが求められる。

⽇本では，2013 年ごろからデータ公開と論⽂のオープンアクセスを含むオープンサイエンス
に関する議論が盛んに⾏われており，2017 年 4 ⽉には，科学技術振興機構（JST）による『オー
プンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱いに関する JST の基本⽅針』9が⽰された。2016 年
の⽅針をさらに拡⼤したものであり，全ての研究プロジェクトに対して研究開始までに DMP の
提出を求めるとともに，研究データの公開を推奨している。⽇本医療研究開発機構（AMED）は
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2018 年 5 ⽉以降に新規公募する事業に対して「データマネジメントプラン」（データの種類や保
存場所等を記載するもの）の提出を義務化すると発表した10。また，⽇本学術会議は 2015 年の「科
学研究における健全性の向上について」の中で，研究公正の観点から研究データを 10 年保存す
るよう求めている11。

2017 年 4 ⽉には国⽴情報学研究所（NII）にオープンサイエンス基盤研究センター
（https://rcos.nii.ac.jp）が設⽴され，研究データ管理に関するインフラの整備やオンライン講座
の開講といった取り組みを進めている。2018 年 6 ⽉の総合科学技術・イノベーション会議（第
39 回）の「総合イノベーション戦略（案）（概要）」には，主要⽬標と主要施策の⼀つとして「オ
ープンサイエンスのための基盤の整備」が挙げられ，“研究データの管理・公開・検索を促進する
システムを 2020 年度から運⽤開始”，“管理・利活⽤のための⽅針・計画を策定（国研が 2020 年
度までに⽅針を策定）”と記されている12。

3.2. RDM の概要：研究データの公開と保存 

RDM の概要は，研究の過程で収集，作成，観測したアクティブデータを DMP に従ってキュ
レート（公開・保存するべきデータを選択，整備，組織化）し，公開し，保存することである（図
1）。ただし，助成機関などが求める「オープン」とは，必ずしも全てのデータの即時公開を求め
ておらず，個⼈情報や商業的な機密，国家機密を含むものは公開の対象外とする場合が多い。し
かし，こうしたデータであっても研究結果の検証や追試のために提供を求められる場合があるた
め，第三者が理解できる形で整理し，保存しておく必要がある。また，機関の⽅針やデータの性
質によって，エンバーゴ（公開猶予期間）を設ける，あるいは利⽤料⾦や利⽤者登録を課すとい
った，制限付きの公開を⾏う場合もある。

国外では，データの公開経験や公開⽤のサーバ，公開のための時間が充分ではない研究者のた
めに RDM サービスを開始する⼤学図書館が増えている。次節では，RDM サービスの主な内容
について紹介したい。

図 1 研究データの管理・公開・保存（https://doi.org/10.6084/m9.figshare.3979746.v1）
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3.3. ⼤学図書館の研究データ管理 

RDM の主な内容は，(1)⼤学のデータ管理⽅針や戦略の策定，(2)研究データのライフサイク
ルに応じた管理と公開・保存，(3)ガイダンスとサポートである（図 2）13。

(1)⼤学のデータ管理⽅針や戦略の策定については，研究分野によってデータに関する事情やニ
ーズが異なるため，研究者との⼗分なコミュニケーションが必要であるとされている。

(2)データの管理・公開・保存では，DMP の作成⽀援，データ整備，メタデータの作成，知的
財産権の管理，セキュリティ，プライバシー処理，識別⼦の付与，リポジトリへの登録などを⾏
っている。オープンサイエンスでは，公開されたデータを再利⽤することによって科学研究を加
速し，新たなイノベーションの創出を期待しているため，データを「FAIR データ」14，すなわち
「発⾒可能（Findable），アクセス可能（Accessible），相互運⽤可能（Interoperable），再利⽤可能
（Re-usable）なデータ」として公開することが重要である。FAIR データを実現するためには，
適切なメタデータの付与や DOI のような永続的な識別⼦（persistent identifier, PID）の付与が重
要である。

(3)ガイダンスとサポートについて，RDM に関するウェブサイトを構築して関連情報やオンラ
イン教材を提供したり，ワークショップや研修会，ウェビナーの実施，OCW の公開などを⾏っ
ている。あるいは，個々の問題に対応するためのヘルプデスクを設ける場合もある。

図 2 研究データ管理サービスの構成要素（番号は筆者）13

⽇本の図書館界の動きとしては，オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）による
「RDM トレーニングツール」（http://id.nii.ac.jp/1458/00000023/）や，機関リポジトリ推進委
員会（IRPC）による NISO の⼊⾨書『研究データ管理』15の翻訳版が公開されている。2017 年
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11 ⽉には，JPCOAR と NII によるオンライン講座「オープンサイエンス時代の研究データ管理」
16が gacco（JMOOC）で開講された。これらは，研究者はもちろんのこと，サービスを担当する
図書館員にとっても有⽤な教材である。たとえば「RDM トレーニングツール」は第三者に，た
とえば図書館員が研究者に説明するためのスクリプトも付けられている。

4. デジタルスカラーシップコモンズ

データを⽤いた研究は，多くの分野で⾏われるようになり，GIS データやビッグデータ，AI，
データビジュアライゼーションなど，研究者が必要とする知識や技術が拡⼤している。こうした
⼿法やソフトウェアの操作に関する研修，相談，および 3D プリンタなどの機器を研究者に提供
するデジタルスカラーシップコモンズ／センターの設置が相次いでいる。北⽶研究図書館協会
（ARL）の報告書である『デジタルスカラーシップ⽀援（SPEC Kit 350）』17では，その対象とす
る範囲をデジタルヒューマニティーズに STEM 分野を加えたものであり，デジタルエビデンス
と⼿法の利⽤，デジタル出版，デジタルキュレーションと保存，そしてデジタル研究の利⽤と再
利⽤としている。

たとえば，ピッツバーグ⼤学のデジタルスカラーシップコモンズは，専⾨領域として以下の 7
項⽬を掲げている。

(1) 研究データ管理
(2) データの獲得と分析
(3) 地理情報システム
(4) デジタルキュレーションと管理
(5) メタデータ，語彙，Linked Data
(6) デジタルコレクションの作成と利⽤
(7) マルチメディア技術

その上で，サービスとして次のような項⽬が挙げられている。
・ コンサルテーション

ü 新たなプロジェクト
ü 研究や教育のためのツールや⽅法

・ コーディネーション
ü 学外連携の⽀援

・ トレーニング
ü 連携教員や博⼠課程の院⽣によるワークショップ

・ 管理
ü ⻑期保存・アクセスに関するガイダンス，⽀援
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RDM サービスと同時に，データを⽤いた研究に関するサービスがワンストップで提供されて
いことは，利⽤者にとって利便性が⾼いといえるだろう。College and Research Libraries News に
よる 2018 年のトップトレンドには，「研究データセット収集（Research datasets acquisition），テ
キストマイニング，データサイエンス」が挙げられており，より研究に近いものとなっている18。
なお，サービス担当者として，コーディネーター，メタデータライブラリアン，そしてポスドク
の名前が挙がっている。つまり，図書館員がこうした新たなサービス全てを担うのではなく，専
⾨家との協⼒のもと，サービスを提供している。先述した College and Research Libraries News に
よる 2016 年のトップトレンドでは，図書館情報学専⾨家の求⼈情報の分析を紹介しているが，
そこではコラボレーション，チームワーク，コミュニケーションが全ての職能の中で最も⼀般的
なスキルとされている。

少し前の事例になるが，⼤学院⽣を対象とした新しいサービスに関する 2012 年の ARL の報告
書19によれば，複数の研究⼤学図書館がスカラリーコモンズやリサーチコモンズという名称のス
ペースで，学習のみならず，研究，分析，教育，執筆や出版，そして就職活動に⾄るまで，ワン
ストップの⽀援サービスを提供している。ここでは，「デジタルスカラーシップコモンズ」という
名称は使われていないが，研究のライフサイクル全般を⽀援している点，図書館員が学内の部署
や教員をはじめとする専⾨家と協⼒してサービスを提供している点が共通している。

講義ではこうした事例を参考にしながら，既存の図書館サービスや⼈材の活⽤，学内の研究推
進部署や URA，あるいは学外の図書館や関連機関との連携による研究⽀援サービスについて検
討する。
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